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技術に関する施策・事業評価報告書概要 

 
技術に関する施策 

 
技術に関する 

施策名 
次世代電力供給システム分野に係る技術に関する施策・事業 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

技術に関する施策の目的・概要 

昨今、気候変動問題への対応が地球規模の課題となっている中、化石エネルギーの利用に伴う

温室効果ガスの排出抑制に関する関心が高まっている。 

特に我が国では、東日本大震災以降、原子力発電所の定期検査入りに伴い、国内電源構成に占

める火力発電の割合は、約９割まで上昇しており、2030年以降も火力発電は我が国の電源構成の

中で重要な位置づけを占める予定である。 

石炭は他の化石燃料と比べ、可採年数が約143年と長く、世界各国に幅広く分布する等、供給安

定性が高く、経済性に優れることから、我が国にとって、今後とも石油代替エネルギーの重要な

柱の一つとなる。また、天然ガスは化石燃料の中で、安定的かつクリーンなエネルギーであり、

環境規制の厳しい都市圏での大気汚染防止対策上、極めて有効な発電用燃料として導入されてい

る。 

しかし、発電時に発生する単位当たり二酸化炭素排出量は他の電源に比べて大きく、地球環境

問題での制約要因が多いという課題を抱えている。 

また、我が国は世界最大の石炭および天然ガス輸入国であり、資源のほぼ100％を海外に依存し

ている。よって、エネルギーの有効利用と環境負荷の低減に努めるため、我が国は長年にわたり

化石エネルギーの利用技術の効率化に積極的に取り組むとともに、環境に適した世界最高水準の

火力発電技術の開発・利用を実現してきたところである。 

一方、温室効果ガスの排出抑制・エネルギー自給率向上、エネルギー源多様化、環境関連産業

育成等の観点から、我が国は太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入を進めているが、電力系

統上の課題として、①余剰電力の発生や、②出力変動に伴う周波数変動調整力の不足、③配電系

統における電圧上昇 等が指摘されているところである。よって、再生可能エネルギーの導入拡

大に伴う電力系統上の課題への対策を進めなければ、我が国の電力の安定供給を阻害するおそれ

がある。 

したがって、今後、再生可能エネルギーが導入拡大されることで電源が多様化する電力を効率

かつ安定的に供給するため、送配電系統や発電運用技術の高度化を行い、送電効率の向上、余剰

電力対策等の系統安定化対策を行うことで、環境対策および電力の安定供給を可能とする強靱な

電力供給システムを確立していく必要がある。 

将来に向けた世界的な気候変動問題の制約下で、環境負荷を低減させることを目的とした電力

の安定供給にかかる技術開発は、我が国の環境及びエネルギー政策上極めて重要な施策である。 
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技術に関する事業一覧 

Ａ．高効率ガスタービン実用化技術開発事業 

 A1  1700℃級ガスタービン実用化技術開発事業 

 A2  高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発事業 

Ｂ．高効率ガスタービン技術実証事業 

 B1  1700℃級ガスタービン技術実証事業 

 B2  高湿分空気利用ガスタービン技術実証事業 

Ｃ．先進超々臨界圧火力発電実用化技術開発事業 

Ｄ．次世代型双方向通信出力制御実証事業 

Ｅ．太陽光発電出力予測技術開発実証事業 

 

技術に関する施策評価の概要 

１．施策の目的・政策的位置付けの妥当性 

（１）施策の目的の妥当性 

  原子力発電の将来性が不透明な現状では、再生可能エネルギーの本格的導入に先立ち、火力発電設

備の高効率化及び環境負荷の低減化は不可欠の技術課題であり、その意味においても本施策の目的の

妥当性は明らかである。また、上述のように諸情勢が大きく変化する中で、安定供給を確保し、温室

効果ガスの排出抑制を進めるためには、電力供給システムの技術向上を図ることが極めて重要であ

り、目的の妥当性は高い。 

 なお、全てが即座に国内外に適用できるものであるかは、疑問があるところ。現在取り組んでい 

る技術・研究が、どういった条件・環境において、その成果を発揮するのか、あるいはどういった条 

件が成立したときに経済的有利になるか、そして具体的な適用先・時期についてはどういった考え方 

なのか(どういった仮説を設定しているのか)、条件を明確にする必要があると考える。 

（２）施策の政策的位置付けの妥当性 

  本施策の位置付けは、2013 年の「日本再興戦略」にも合致するもので、火力発電技術の高効率化

と効率的なエネルギー流通技術の開発に関して、世界の中で主導的役割を果たしてきた我が国の開

発・研究スタンスを一層確固たるものにする効果が期待できる。これにより国際的な施策動向を我が

国が先導する立場に立てる可能性がある。 

 また、環境エネルギー技術革新計画に基づき、中長期的な技術ロードマップを見据えた上で背景や 

わが国の技術開発の動向・課題を整理し計画されており妥当と考える。 

更に、国内はもちろんのこと、電力分野における日本発の最先端技術を海外に展開し、エネルギ 

 ー問題や温暖化対策等で貢献していく姿もしっかり示されており妥当であると考える。 

  なお、ライフサイクルコストを踏まえた検討も加えていただければ、より適用先が明確になると考 

える。そこに何らかの課題がある場合はそこを明確にした上で整理し、将来の技術開発につなげる仕 

組みが必要でないか。 

（３）国の施策として妥当であるか、国の関与が必要とされる施策か。 

本施策のような電力・エネルギー関連分野は，長期にわたる研究開発期間と多額の資金を必要とす 

るもので、その事業化を考えても、国として取り組むべき施策であると考える。また、本施策はエネ
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ルギー政策上、重要な施策であり、関連する産業・企業が多く、また、海外への事業展開が可能な分

野でもあることから、国が積極的に関与する必要があると考えられる。 

 なお、一部に国が関与するには、まだ時期尚早の技術もある。  

 

２．施策の構造及び目的実現の見通しの妥当性 

（１）現時点において得られた成果は妥当か。 

  一部のプロジェクトはすぐに活用に至らないものもあるが、国内外の情勢変化に対応できるように

開発が行われている。また、いずれの技術分野においても当初設定された計画通り、あるいは、計画

を上回る成果が得られている。 

  なお、震災以降、電力供給システムをめぐる環境は大きく変化し、リスクの捉え方も異なってきて

いる。本案件に置き換えれば、高効率火力発電に対する期待は、従前より大きくなっており、技術開

発については、より加速する必要があると考える。また、一部の技術において、情報不足のため、成

果の妥当性が評価できないものがある。 

（２）技術に関する施策の目的を実現するために技術に関する事業（プロジェクト等）が適切に配置さ

れているか。 

  火力発電技術開発と送配電技術開発が適切に配置されている。火力発電技術に関しては、大容量機

と中小容量機の 2つの側面から事業が進展しており，既に実施期間が終了している IGCC（Integrated 

coalGasification Combined Cycle：石炭ガス化複合発電）を含めて、また、いずれもの分野におい

ても着実に成果が上がっていることから、配置は適切であると考える。 

なお、送配電技術開発については、さらなる事業の追加等による施策の拡充が期待される。また、

電源を含めた電力供給システムを巡る環境の大きな変化を踏まえた場合、事業配置の見直し評価が期

中であっても良かったのではないか。 

 

３．総合評価 

 東日本大震災によって明らかになった既存の電力供給システムの問題、原子力情勢の変化、国際資源

情勢の変化、地球環境問題の深刻化などを考慮すると、電力供給システムの技術向上を図ることは国の

施策上極めて重要な課題と考えられる。中でも、火力発電、送配電に関わる技術開発は、エネルギーコ

ストの低減、供給安定性の向上、環境性の向上などにつながる上に、日本の優位性を高め、事業の国際

展開を容易にするといった効果も期待できる。本年度の対象事業は、火力発電の高効率化に関わる技術

開発分野を中心に、設定された目的に関して、計画通り、あるいは、計画を上回る成果を上げており、

高く評価できる。 

なお、事業開始以降に事業目的の前提となる状況に変化が生じた場合は、事業の内容や実施方法を適 

時修正すべきである。また、計画時点に比較して、本技術に対する社会の期待はより大きくなるなど、

社会環境の変化が大きい時代である。そういった時代の中で、必要に応じて研究を加速・減速できる（さ

せる）仕組みが必要であると考える。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 今後も地球温暖化対策に資する技術（再生可能エネルギーの導入促進、効率改善）を推進すべき。 
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火力発電技術開発と送配電技術開発については、施策の目的と位置付けは明確に示されており、今後 

も継続的な研究・開発を行っていく必要がある。特に火力発電技術は、1700℃級ガスタービンの開発や 

AHAT（advanced Humid Air Turbine：高湿分空気利用ガスタービン）が、例えば石炭ガス化技術IGCC 

の事業化を推し進める役割を果たすように、様々な個別技術を統合・連携する施策が必要である。この 

ためにも国が積極的に関与・支援して、エネルギー対策を推し進めるべきであり、それにより、各企業 

や大学の研究レベルも向上し、ひいては我が国の技術レベルの底上げが期待できる。 

 また、優位性のある国産技術の海外展開に資する最先端の技術開発分野に優先的に取り組むべき。

例えば、本年度の主な対象事業にもなっている高効率発電は、我が国の企業群が、素材の開発・製造・

加工、部品・部材の設計・製造、プラントの設計・施工・運営、メンテナンス、改良などを一貫体制で

実施でき、また、国内での新増設やリプレース需要だけでなく、市場規模が極めて大きい海外での事業

展開も期待できるだけに、今後も、国が主導して技術開発を推進すべき。 

 更に、日本のビームやレーザを使った最新の評価技術を駆使して、材料開発の成果を確かめること

ができる。評価することができれば、そこに進歩する方法が見つかる。基礎的開発はこの評価が大きな

コストになるが必要となる。 

 機械工学、電気工学、情報工学などの大きな進歩が総合的に組み合わされて大きな進歩になる。 

その分野の専門家ばかりではなく、異分野との交流が思わぬ発展のもとになる。 
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技術に関する事業 

 

技術に関する 

事業名 

Ａ．高効率ガスタービン実用化技術開発事業 

A1. 1700℃級ガスタービン実用化技術開発事業 

上位施策名 省エネルギーの推進 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

事業の目的・概要 

 電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、目標コンバインド効

率 56％以上、CO2 排出量８％削減（現状同容量機比）を達成するために必要な、1700℃級ガスタービン

の実用化を図る。 

 そのため、1700℃級ガスタービンの実用化に必要な要素技術開発を行い、システムの成立性をシミュ

レーションにより確認する。 

 

予算額等（補助（補助率：2/3））                      （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２０年度 平成２３年度 平成２２年度 平成２５年度 三菱重工業 

H21FY 予算額 H22FY 予算額 H23FY 予算額 総予算額 総執行額 

559,194 615,315 689,110 2,187,619 1,878,273 
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 

 

 

(2) 目標及び計画の変更の有無 

 なし 

 

＜共通指標＞ 

論文数 投稿 発表 
特許等件数
（出願含） 

5 10 42 37 

 

総合評価概要 

  多くの技術的課題を克服して 1700℃級ガスタービン実用化に向けた多くの成果を得るとともに、数

多くの技術的知見を得て、当該分野の発展に大きく寄与したことは高く評価できる。特に本事業の開発

成果は、関西電力姫路第二発電所に設置された世界最高温度レベルである 1600℃級ガスタービンに導

入され、技術的成果、目標の達成度は十分実証されている。  

 なお、成果、目標の達成度について、全て「達成」と説明されているが、達成に至るまでの過 

程で問題や課題が生じていた場合は、その内容や対処状況なども報告すべきである。また、高効 
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率化とともに保守合理化によるコスト低減も視野に入れて対応するとともに、現在ある、1300℃ 

及び 1500℃級のガスタービン発電での課題について明確にした上で、その課題に対して、どのよ 

うな技術進歩・改良を行っているか明確にする必要があると考える。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 なし 
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評点結果 

 

評点法による評点結果 

（A1 1700℃級ガスタービン実用化技術開発事業） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

Ｇ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.86  3  2  3  3  3  3  3  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.71  2  3  3  3  3  3  2  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.43  2  2  3  3  3  2  2  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 2.71  3  3  3  3  3  2  2  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当

性 
2.29  2  2  3  3  2  2  2  

 ６．総合評価 2.57  3  2  3  3  3  2  2  
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技術に関する事業 

 

技術に関する 

事業名 

Ａ．高効率ガスタービン実用化技術開発事業 

A2. 高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発事業 

上位施策名 省エネルギーの推進 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

事業の目的・概要 

小中容量機（10万 kW程度）の高効率化（45％→51％）のために有望とされている高湿分空気利用ガ

スタービン（AHAT）の実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼機器等の開発を行うとともにシステム

の信頼性等の検証を実施する。 

 

予算額等（補助（補助率：2/3））                     （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２０年度 平成２３年度 平成２２年度 平成２５年度 日立製作所等 

H21FY 予算額 H22FY 予算額 H23FY 予算額 総予算額 総執行額 

1,085,495 2,465,865 1,032,121 4,799,481 4,571,171 
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 

 

 

(2) 目標及び計画の変更の有無 

なし 

 

＜共通指標＞ 

論文・ 

解説 

特許 
（公開） 

国際会議 
発表 

国内会議発
表 

18 41 12 10 
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総合評価概要 

高湿分空気を利用してシングルサイクル発電の高効率化を図る実証技術は、全く未知であった分野に

積極的に挑戦して、0.3万 kW級実証試験及び 4万 kW級試験で着実に成果を挙げており、これまでの進

捗状況は高く評価できる。短期間でこれほどまで実証試験が遂行され、高湿分空気の圧縮機、熱交換器、

燃焼器、冷却翼に対する影響が詳細に調査され、貴重な実験データも蓄積された。開発・研究のスピー

ドも迅速であり、液滴工学や微粒化技術、その関連分野の急速な発展も誘起した。本技術は同規模のコ

ンバインド発電と比較して、高い効率が安価で得られることが期待できる。10万 kW程度の中小容量発

電の実用化技術として、今後の成果や実証が望まれる。 

また、本事業が実用化されれば、国内で中小容量機の新増設やリプレースやスマートエネルギーシス

テムの中核発電機などとしての新規導入が期待され、海外でも幅広い国・地域に展開が期待できる有望

技術と考えられる。 

なお、予想される用途、設置条件、経済条件などを勘案すると、国内外で事業展開を図るためには、

報告書で説明された内容に加え、小型化・省スペース化、メンテナンス性の向上、コストなどが課題に

なると思われる。より高い事業成果につなげるため、これらの目的に関する技術開発及び成果について

も報告すべき。 

また、本技術は、現在の延長で考える条件下では、経済的な有利性・効果に疑問が生じる。どういっ

た条件・環境になった場合、本技術開発が有益なのか・経済的なのか、適用できるのか、前提条件を十

分に示した上で、その条件の評価を含めた全体評価を行う必要があると考える。また、研究開始前と現

在との条件の変化も含めた自己評価をすべき。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 なし 
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評点結果 

評点法による評点結果 

（A2 高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発事業） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

Ｇ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.86  3  3  3  3  3  2  3  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.71  2  3  3  3  3  2  3  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.57  2  2  3  3  3  2  3  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 2.29  3  2  3  3  2  1  2  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当

性 
2.14  2  2  3  3  2  1  2  

 ６．総合評価 2.57  3  2  3  3  3  2  2  
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技術に関する事業 

 

技術に関する 

事業名 

Ｂ．高効率ガスタービン技術実証事業 

B1. 1700℃級ガスタービン技術実証事業 

上位施策名 省エネルギーの推進 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

事業の目的・概要 

電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、目標コンバインド効

率 57％以上を達成するために必要な、1700℃級ガスタービンの実用化を図る。 

 そのため、1700℃級ガスタービンの実用化に必要な要素技術開発と実証機の開発・製作・実証運転を

行う。 

 

予算額等（補助（補助率：2/3））                     （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２４年度 平成３２年度 平成２５年度 － 三菱重工業 

H24FY 予算額 H25FY 予算額 － 総予算額 総執行額 

1,255,048 1,180,585 － 14,050,000 1,009,716 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



xiv 
 

目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 
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(2) 目標及び計画の変更の有無 

 なし 

 

＜共通指標＞ 

論文数 投稿 発表 特許 

6 7 15 22 
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総合評価概要 

1600℃級ガスタービン（J形）で培った技術をベースとして1700℃級の実証を行う事業であるが、そ 

の前半の 4年間で要素技術開発を行う計画であり、技術的課題を着実に整理・解決しながら開発を行っ

ていく姿勢は高く評価できる。特に TBC（Thermal Barrier Coating：遮蔽コーティング）技術、非定

常計測に基づく不安定燃焼の制御技術、特殊計測技術などは世界に誇れる日本の革新的技術となるだけ

でなく、この開発過程において解決される技術的課題は、関連学問分野を大きく牽引することが期待で

きる。 

 1700℃級ガスタービンの実用化技術開発では、送電端効率56％（HHV（Higher Heating Value：高位 

発熱量））という高い目標を設定していたが、研究開発が順調に進展し、実証事業では更に高い効率 

に目標を設定し直し、挑戦的開発が続いている。各種試験結果が定量的に評価されてきた成果であると 

考える。 

経済性にも優れ、将来的には石炭や固体バイオマス燃料をガス化することで、例えば IGCC の主機と

しての適用も期待される技術で、事業として早い完成が期待される。 

 また、超高効率ガスタービンに係る技術分野では、日本企業が素材の開発・加工から、部品・部材 

の設計・製造、プラントの設計・施工・運営の各分野で世界をリードしているが、1700℃級ガスタービ 

ンを諸外国に先駆けて実用化できれば、極めて大きな事業成果につなげることができると考えられる。 

また、各要素技術の開発が計画通り順調に進んでおり、高く評価できる。 

更に、高効率ガスタービンは、今後の火力発電効率化の鍵を握る主要技術であるとともに、環境負

荷低減につながる技術でもある。実証事業の加速化も視野に入れて対応すべき。 

 なお、送電端効率57％（HHV）という非常に挑戦的な目標を定めているので、実証事業で予期せぬト 

ラブルの発生により、研究・開発速度の遅れが危惧される。実証機の開発と製造及びその実証試験で十 

分なデータを取得するのに、5年間の実施期間で十分であるか疑問がある。 

また、実用化技術開発段階での目標（送電端効率56％）に比べて、1%高い目標設置を可能とした技術 

的根拠を明らかにすべき。 

成果、目標の達成度について、全て「達成」と説明されているが、達成に至るまでの過程で当初想 

定されていなかった問題点や課題が生じていた場合は、その内容や対処状況なども報告すべき。 

 保守コスト低減に向けた取組みも必要。実際に運用するにあたっては、取替基準等の評価が課題と 

なるため、高温部品の損傷・劣化機構の解明と余寿命評価、保守管理手法等に関する開発も視野に入 

れて対応すべき。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 タービンなどの寿命がメンテナンスコストを決めるので効率ばかり追わないで総合的に捉える必要がある。

オリジナルな技術が１つでも必要である。国際標準化戦略で差を付ける。そして、国際プロジェクト化して日本

がリーダーとなることが重要。 
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 評点結果 

評点法による評点結果 

（B1 1700℃級ガスタービン技術実証事業） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

Ｇ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.71  2  2  3  3  3  3  3  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.71  2  3  3  3  3  3  2  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.29  2  2  3  3  2  2  2  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 2.57  3  3  3  3  2  2  2  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性 2.29  2  2  3  3  2  2  2  

 ６．総合評価 2.29  2  2  3  3  2  2  2  
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技術に関する事業 

 

技術に関する 

事業名 

Ｂ．高効率ガスタービン技術実証事業 

B2. 高湿分空気利用ガスタービン技術実証事業 

上位施策名 省エネルギーの推進 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

事業の目的・概要 

 電力産業の短中期的ニーズに対応する中小容量機（10万 kW程度）の高効率化のために、高湿分空気

利用ガスタービン（AHAT）の実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼器等の開発を行うとともにシス

テムの長期信頼性等の実証等を行う。 

 

予算額等（補助（補助率：2/3））                     （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

平成２４年度 平成３２年度 平成２５年度 － 日立製作所等 

H24FY 予算額 H25FY 予算額 － 総予算額 総執行額 

714,527 1,072,600 － 38,271,127 679,447 
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 

 

 

 (2) 目標及び計画の変更の有無 

 なし 

 

＜共通指標＞ 

論文数 投稿 発表 特許 

6 7 15 22 
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総合評価概要 

現在までに0.3万kW級実証試験および4万kW級試験装置を用いてデータの取得と実証試験を行ってき 

た経緯があり、最終的な目標である 10 万 kW級の中小容量機の高効率化実証に向けて準備は整っている

と考える。ただし、実用化に向けて必要となる技術課題は依然として多く残されており、それを平成

27 年度までの期間に集中して行い、その後、実証試験に移るという計画もおおむね妥当であると考え

る。 

  本事業の実用化段階では、既設の同容量機と比して10%程度も高い効率の実現が期待できるため、我 

が国における需要は高く、費用対効果も極めて高いと考える。 

また、本事業は将来的に水素燃焼ガスタービンや IGHAT（Integrated coalGasification Humid Air 

Turbine：石炭ガス化湿分空気利用ガスタービン）へ応用することも検討されており、高い波及効果を

有している。現在までに、国内外から高い評価を得ている国産の技術であり、事業化も期待されている

ので、現在までの開発速度を落とすことなく開発・研究が進展することを期待する。 

 なお、バイオマス起源のガス燃料への適用技術など、ガスタービンの燃料多様化技術は重要である。

バイオガスは一般的に発熱量が低いため、ことに高湿分空気中での燃焼特性は LNGとは大きく異なるこ

とが予想されることから、基礎的燃焼特性の把握など、大学などとの共同研究が望まれる。 

 また、発電規模に対する開発コストを勘案すると、相当の費用圧縮が必要と思われる。 

更に、本技術については日本オリジナルな技術であるところから、標準化、規格化に取組むことによ

り世界をリードしていく意味でプロジェクトの国際化をするべきで、その結果として国標準化を目指す

べきである。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 なし 
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評点結果 

評点法による評点結果 

（B2 高湿分空気利用ガスタービン技術実証事業） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

Ｇ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.71  2  3  3  3  3  2  3  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.57  2  3  3  3  3  2  2  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.29  2  2  3  3  2  2  2  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 2.57  3  3  3  3  2  1  3  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当

性 
2.14  2  2  3  3  2  1  2  

 ６．総合評価 2.57  2  3  3  3  2  2  3  
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技術に関する事業 

 

技術に関する 

事業名 
Ｃ．先進超々臨界圧発電実用化要素技術開発事業 

上位施策名 エネルギー源の多様化・エネルギーの高度利用 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

事業の目的・概要 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（USC）は、蒸気温度の最高温度は、

630℃程度（送電端熱効率 42～43％）が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩に

より、700℃以上の蒸気温度を達成できる可能性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進

超々臨界圧火力発電（A-USC）の開発を行う。 

A-USC は、蒸気温度 700℃級で 46％、750℃級で 48％の高い送電端効率の達成が可能な技術であり、

2020 年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース及び熱効率向上（二酸化炭素排出量低減）需要に

対応するため、早急に技術開発を進める必要がある。 

 

予算額等（補助（補助率：2/3））                     （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 中間評価時期 事業実施主体 

平成２０年度 平成２８年度 平成２２年度 平成２５年度 民間事業者 10社 

H23FY 予算額 H24FY 予算額 H25FY 予算額 総予算額 総執行額 

1,099,942 1,102,598 1,524,469 9,000,000 3,595,042 

 

目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 

①システム設計、設計技術開発 
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②ボイラ要素技術開発 

 

 

③タービン要素技術開発 

 

 

④高温弁要素技術開発 

 

 

⑤実缶試験・回転試験 
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(2) 目標及び計画の変更の有無 

なし 

＜共通指標＞ 

論文数 
学会誌等 
投稿数 

発表数 特許件数 

10 7 59 1 

 

総合評価概要 

A-USC（Advanced Super Critical：先進超々臨界圧）発電技術は、我が国の昨今のエネルギー事情を 

考えると不可欠の技術であり、着実に計画に則った成果を挙げていると判断する。蒸気温度を 700℃以

上に上昇させることで高温となるボイラ、タービン、高温弁の材料開発を中心とした試験時間の長い開

発・研究を継続的に行っており、現在までに得られたデータは貴重である。特に 3～7 万時間にも及ぶ

材料の長期高温試験からは、貴重な成果と知見が得られることと考える。これらの基礎データから 10

万時間の材料特性を外挿によって推定する過程の不確かさが懸念であったが、試験データを見る限り、

現在までは妥当な結果が得られていると評価できる。 

  本事業の波及効果としては、ガスタービンコンバインドサイクルへの導入による高効率化が挙げられ 

十分に大きいと判断できる。 

以上より現時点での中間評価としては十分な成果であり、これを基にした今後の実証機検証を期待し

たい。 

 なお、現在のUSC火力で用いられている高クロム鋼の溶接部で発生している損傷事例も踏まえ、ニッ 

ケル基材の経年化に伴うクリープ強度評価や寿命診断技術などにも取り組んでもらいたい。 

 また、 蒸気温度の上昇に伴う高温対策と評価を、ボイラ、タービン、高温弁を中心に行っているが 

実証に向けて他の部材への影響評価を十分に行うとともに、材料評価にとどまらず、例えばタービンの 

性能や効率，信頼性や運用性に関する評価や検証を期待したい。 

更に、経済性に優れるとともに長期信頼性を有した材料の開発が必要となる。検証を確実に実施し

ながら材料開発を行うべきである。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 なし 
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  評点結果 

評点法による評点結果 

（Ｃ 先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発事業） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

Ｇ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.57  2  2  3  3  3  3  2  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.57  2  2  3  3  3  3  2  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.14  2  2  3  2  2  2  2  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 2.29  2  2  3  3  2  2  2  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当

性 
2.29  2  2  3  3  2  2  2  

 ６．総合評価 2.29  2  2  3  3  2  2  2  
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技術に関する事業 

 

技術に関する 

事業名 
Ｄ．次世代型双方向通信出力制御実証事業 

上位施策名 再生可能エネルギーの安定供給確保 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

事業の目的・概要 

太陽光発電の大量導入に備え、系統状況によって外部からの通信信号に応じて出力をコントロールで

きる太陽光発電用 PCS（Power Conditioning System:直流交流変換装置）を開発するとともに、通信と

組み合わせた実証試験を実施する。 

 

予算額等（補助（補助率：1/2））                     （単位：千円） 

開始年度 終了年度 事前評価時期 中間評価時期 事業実施主体 

平成２３年度 平成２５年度 平成２２年度 平成２５年度 東京大学等 

H23FY 予算額 H24FY 予算額 H25FY 予算額 総予算額 総執行額 

800,000 459,158 108,000 1,367,158 491,329 
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 
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(2) 目標及び計画の変更の有無 

なし 

 

 

＜共通指標＞ 

論文数 

6 

 

 

総合評価概要 

5つの要素技術に対して明確な目標を定め，計画に従って着実に成果を挙げており、現在までの経緯 

は高く評価できる。特に、住宅用、事業用 PCS（Power Conditioning System：直流交流変換装置）に

関しては実環境下に設置したフィールド試験を実施中であり、良好な成果が得られている。また、蓄電

池用 PCSや電圧調整機能付き PCS の開発に関しても、それぞれ接続試験や工場試験を実施済みであり、

実フィールド試験を残すのみとなっている。PCS出力の制御を行うための種々の双方向通信機器の開発

も各種行われており、試験データが蓄積されている。更に、サイバーセキュリティ関連機器の開発に関

しては、検知システムのフィールド試験を既に実施している。このように 5つの要素技術各々に関して

の進捗状況はおおむね良好であると評価する。 

この技術は、明確な目標と実施計画に基づき、企業、大学及び電力会社が有機的に協力して展開さ 

れており、その研究・開発体制も適切であり、今後の発展が期待できる。  

更に、本実証事業に留まらず太陽光発電の大量導入に関連する「次世代送配電系統最適制御技術実証」

並びに「太陽光発電出力予測技術開発実証」とも密に連携が図れている点も評価できる。 

なお、本事業で得られた成果（開発された技術）を社会に適用していくためには、政策が中心となっ

て例えば採用すべき通信方式の決定などを行っていく必要があり、政策当局による、本事業の成果の活

用を期待する。また、実際に事業化するか否かについては、国の政策面での後押しが必要。更に、こ

のようなシステムではサイバーセキュリティが重要なので、サーバーを守るだけではなく、シス

テム全体のセキュリティを考えるべき。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 産官学の様々な実施者によるオープンイノベーションの促進、公的資金による研究の成果は公共財で 

あるとの認識による成果・データに対するオープンアクセスの提供などの実現を期待する。 
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 評点結果 

評点法による評点結果 

（Ｄ 次世代型双方向通信出力制御実証事業） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

Ｇ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.29  3  2  2  3  2  3  1  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.43  3  1  3  3  2  3  2  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.00  3  1  3  2  2  2  1  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 1.86  2  2  2  3  1  2  1  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当

性 
2.14  2  1  3  3  2  3  1  

 ６．総合評価 2.43  3  2  3  3  2  3  1  
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技術に関する事業 

 

技術に関する 

事業名 
E.太陽光発電出力予測技術開発実証事業 

上位施策名 再生可能エネルギーの安定供給確保 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

事業の目的・概要 

太陽光発電大量導入時に必須となる、太陽光発電の出力状況把握や出力予測のための技術開発を行

う。 

 

予算額等（補助（補助率：1/2））                     （単位：千円） 

開始年度 終了年度 事前評価時期 中間評価時期 事業実施主体 

平成２３年度 平成２５年度 平成２２年度 平成２５年度 東京大学等 

H23FY 予算額 H24FY 予算額 H25FY 予算額 総予算額 総執行額 

100,000 90,000 33,000 223,000 137,765 
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 
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(2) 目標及び計画の変更の有無 

 なし 

 

 

＜共通指標＞ 

論文数 

18 

 

 

総合評価概要 

将来的な再生可能エネルギーの有効利用に備えて、太陽光発電に不可欠な出力予測技術の開発は重要 

であり、本技術の必要性や有効性は高く評価できる。また、大学や企業に加えて電力 10 社が参加する

実施体制も十分であると考える。 

 太陽光発電の出力の予想精度が向上すると、太陽光発電の供給力への参入がより正確にできるように 

なり、系統容量に対する太陽光発電の導入可能量の拡大、系統全体の効率化などの成果が期待できるこ 

とから、国策として推進されている再生可能エネルギーの導入拡大策の一環として、国が取り組むべき 
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技術開発分野と考えられる。 

 なお、本技術の最終目標である発電出力の予測は、日射量などの気象データから推定されるもので、

長期間にわたる高精度な観察が不可欠であり、3年間という短時間に信頼できる日射量データベースの

構築が可能であるのかが疑問である。今後 3年間の継続調査に期待したい。また、気象モデルから日射

量を推定する技術に関しても、特に新規性は認められない。実施者間の連携が有効に機能しているのか

疑問が残る。 

当該研究は先行研究が多数存在することが考えられ、それらの成果がどのように利用されているの

か、あるいはこれからどのように利用しようしているのかも不明である。基礎研究が多く、事業化に向

けての道のりはまだ相当長いと考えられる。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 産官学の様々な実施者によるオープンイノベーションの促進、公的資金による研究の成果は公共財で 

あるとの認識による成果・データに対するオープンアクセスの提供などの実現を期待する。 
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評点結果 

 

 
評点法による評点結果 

（Ｅ 太陽光発電出力予測技術開発実証事業） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

Ｇ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.43  3  2  3  2  2  3  2  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 1.86  2  1  2  2  2  3  1  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 1.86  2  1  2  2  2  2  2  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 1.86  2  2  2  3  1  2  1  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥

当性 
2.00  2  2  3  2  1  3  1  

 ６．総合評価 2.00  2  2  2  2  2  3  1  

 

  

        

         

         

         

         

         


	技術に関する施策
	技術に関する事業
	A1. 1700℃級ガスタービン実用化技術開発事業
	A2. 高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発事業
	B1. 1700℃級ガスタービン技術実証事業
	B2. 高湿分空気利用ガスタービン技術実証事業
	Ｃ. 先進超々臨界圧発電実用化要素技術開発事業
	Ｄ. 次世代型双方向通信出力制御実証事業
	Ｅ. 太陽光発電出力予測技術開発実証事業


